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１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 
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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

(注) １  当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。 

２ 第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４  経理の状況」中、「１  四半期

連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。 

３ 平成25年度の１株当たり当期純利益金額については、当行は、平成25年10月１日に株式会社紀陽ホールディ

ングスを吸収合併しており、株式会社紀陽ホールディングス普通株式10株につき当行普通株式１株の割当てを

行ったため、前連結会計年度の期首に当該割当てが行われたと仮定して算出しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額並びに潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式がないので記載しておりません。 

５ 自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－（四半期）期末少数株主

持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。 

  

２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

  

  
平成25年度第３四半期 
連結累計期間 

平成26年度第３四半期 
連結累計期間 

平成25年度 

  
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日)

(自  平成26年４月１日 
至  平成26年12月31日) 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日)

経常収益 百万円 55,810 55,328 76,346 

経常利益 百万円 11,314 11,614 14,897 

四半期純利益 百万円 9,382 9,269 ― 

当期純利益 百万円 ― ― 10,487 

四半期包括利益 百万円 12,458 22,962 ― 

包括利益 百万円 ― ― 9,461 

純資産額 百万円 182,152 202,349 182,905 

総資産額 百万円 4,045,710 4,220,442 4,058,599 

１株当たり四半期純利益金額 円 136.09 128.67 ― 

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 150.23 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益金額 

円 ― ― ― 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

円 ― ― ― 

自己資本比率 ％ 4.43 4.72 4.43 
 

  
平成25年度第３四半期 
連結会計期間 

平成26年度第３四半期 
連結会計期間 

  
(自  平成25年10月１日 
至  平成25年12月31日)

(自  平成26年10月１日 
至  平成26年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額 円 38.66 48.07 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結会計期間末における連結財政状態につきましては、総資産が4兆2,204億円、純資産が2,023億円

となりました。貸出金につきましては、前連結会計年度末比70億円増加の2兆6,072億円となりました。預金・譲渡

性預金につきましては、個人預金や法人預金を中心に増加し、前連結会計年度末比1,140億円増加の3兆7,970億円と

なりました。また、有価証券につきましては、前連結会計年度末比931億円増加の1兆2,200億円となりました。 

当第３四半期連結累計期間における連結経営成績につきましては、資金運用収益やその他経常収益が減少したこ

となどにより、経常収益は、前第３四半期連結累計期間比4億82百万円減少の553億28百万円となりました。また、

経常費用につきましては、その他業務費用が減少したことなどにより、前第３四半期連結累計期間比7億83百万円減

少の437億13百万円となりました。以上の結果、連結経常利益は前第３四半期連結累計期間比3億円増加の116億14百

万円、連結四半期純利益は前第３四半期連結累計期間比1億13百万円減少の92億69百万円となりました。 

セグメントの業績につきましては、報告セグメントの銀行業は、上記の要因等により、セグメント経常収益が前

第３四半期連結累計期間比12億70百万円減少の498億99百万円、セグメント利益は前第３四半期連結累計期間比1億

50百万円増加の111億33百万円となりました。報告セグメント以外のその他（リース業務、クレジットカード業務や

電子計算機関連業務など）につきましては、セグメント経常収益が前第３四半期連結累計期間比2億27百万円減少の

76億24百万円、セグメント利益は前第３四半期連結累計期間比2億36百万円減少の4億37百万円となりました。 

  

― 3 ―



国内業務部門・国際業務部門別収支 

当第３四半期連結累計期間の資金運用収支は、貸出金利息が減少したこと等から資金運用収益が前第３四半期連結累

計期間比4億53百万円減少の401億8百万円となり、また、預金利息が減少したこと等から資金調達費用が前第３四半期連

結累計期間比1億82百万円減少の30億77百万円となったため、前第３四半期連結累計期間比2億72百万円減少の370億30百

万円となりました。うち国内業務部門は336億1百万円となりました。役務取引等収支は、役務取引等収益が増加したこ

と等から、前第３四半期連結累計期間比14百万円増加の54億47百万円となりました。うち国内業務部門は54億11百万円

となりました。その他業務収支は、債券関係損益が増加したこと等から、前第３四半期連結累計期間比16億4百万円増加

の13億36百万円となりました。うち国内業務部門は9億23百万円となりました。 

  

(注)１ 国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際

金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

２ 資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。 

  

 

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

資金運用収支 
前第３四半期連結累計期間 34,508 2,794 37,302 

当第３四半期連結累計期間 33,601 3,429 37,030 

  うち資金運用収益 
前第３四半期連結累計期間 37,631 3,062 

132 
40,561 

当第３四半期連結累計期間 36,515 3,722 
129 

40,108 

  うち資金調達費用 
前第３四半期連結累計期間 3,122 268 

132 
3,259 

当第３四半期連結累計期間 2,913 293 
129 

3,077 

役務取引等収支 
前第３四半期連結累計期間 5,392 41 5,433 

当第３四半期連結累計期間 5,411 36 5,447 

  うち役務取引等収益 
前第３四半期連結累計期間 8,368 82 8,450 

当第３四半期連結累計期間 8,492 76 8,569 

  うち役務取引等費用 
前第３四半期連結累計期間 2,976 40 3,016 

当第３四半期連結累計期間 3,080 40 3,121 

その他業務収支 
前第３四半期連結累計期間 739 △1,008 △268 

当第３四半期連結累計期間 923 413 1,336 

  うちその他業務収益 
前第３四半期連結累計期間 3,463 204 3,667 

当第３四半期連結累計期間 3,856 483 4,339 

  うちその他業務費用 
前第３四半期連結累計期間 2,723 1,212 3,936 

当第３四半期連結累計期間 2,932 70 3,002 
 

― 4 ―



国内業務部門・国際業務部門別役務取引の状況 

当第３四半期連結累計期間の役務取引等収益は、投資信託・保険販売業務による収益が増加したこと等から、前第３

四半期連結累計期間比1億19百万円増加し85億69百万円となりました。うち国内業務部門は84億92百万円となりました。

また、役務取引等費用は前第３四半期連結累計期間比1億5百万円増加し31億21百万円となりました。うち国内業務部門

は30億80百万円となりました。 

  

(注) 国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金

融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

  

 

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

役務取引等収益 
前第３四半期連結累計期間 8,368 82 8,450 

当第３四半期連結累計期間 8,492 76 8,569 

  うち預金・貸出業務 
前第３四半期連結累計期間 1,942 ― 1,942 

当第３四半期連結累計期間 1,910 ― 1,910 

  うち為替業務 
前第３四半期連結累計期間 2,051 82 2,133 

当第３四半期連結累計期間 2,033 76 2,110 

  うち証券関連業務 
前第３四半期連結累計期間 22 ― 22 

当第３四半期連結累計期間 22 ― 22 

  うち代理業務 
前第３四半期連結累計期間 156 ― 156 

当第３四半期連結累計期間 145 ― 145 

  うち保護預り・ 
貸金庫業務 

前第３四半期連結累計期間 192 ― 192 

当第３四半期連結累計期間 189 ― 189 

  うち保証業務 
前第３四半期連結累計期間 580 0 581 

当第３四半期連結累計期間 570 0 571 

  うち投資信託・ 
  保険販売業務 

前第３四半期連結累計期間 1,867 ― 1,867 

当第３四半期連結累計期間 2,045 ― 2,045 

役務取引等費用 
前第３四半期連結累計期間 2,976 40 3,016 

当第３四半期連結累計期間 3,080 40 3,121 

  うち為替業務 
前第３四半期連結累計期間 400 32 432 

当第３四半期連結累計期間 398 31 429 
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国内業務部門・国際業務部門別預金残高の状況 

○  預金の種類別残高(末残) 

  

(注) １ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

２  定期性預金＝定期預金 

３ 国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際

金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

  

国内貸出金残高の状況 

○  業種別貸出状況(末残・構成比) 

  

  

 

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

預金合計 
前第３四半期連結会計期間 3,611,812 5,712 3,617,524 

当第３四半期連結会計期間 3,725,330 5,173 3,730,504 

  うち流動性預金 
前第３四半期連結会計期間 1,727,344 ― 1,727,344 

当第３四半期連結会計期間 1,805,175 ― 1,805,175 

  うち定期性預金 
前第３四半期連結会計期間 1,846,827 ― 1,846,827 

当第３四半期連結会計期間 1,888,316 ― 1,888,316 

  うちその他 
前第３四半期連結会計期間 37,640 5,712 43,352 

当第３四半期連結会計期間 31,838 5,173 37,012 

譲渡性預金 
前第３四半期連結会計期間 58,782 ― 58,782 

当第３四半期連結会計期間 66,590 ― 66,590 

総合計 
前第３四半期連結会計期間 3,670,595 5,712 3,676,307 

当第３四半期連結会計期間 3,791,921 5,173 3,797,095 
 

業種別 
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

国内 
(除く特別国際金融取引勘定分) 

2,569,095 100.00 2,607,216 100.00 

  製造業 372,461 14.50 362,744 13.91 

  農業，林業 2,647 0.10 2,245 0.09 

  漁業 273 0.01 216 0.01 

  鉱業，採石業，砂利採取業 4,031 0.16 3,318 0.13 

  建設業 95,891 3.73 95,163 3.65 

  電気・ガス・熱供給・水道業 19,463 0.76 20,354 0.78 

  情報通信業 9,235 0.36 10,755 0.41 

  運輸業，郵便業 69,401 2.70 67,608 2.59 

  卸売業，小売業 299,671 11.67 309,270 11.86 

  金融業，保険業 64,488 2.51 59,951 2.30 

  不動産業，物品賃貸業 311,422 12.12 327,073 12.55 

  各種サービス業 216,684 8.43 221,578 8.50 

  地方公共団体 296,671 11.55 328,536 12.60 

  その他 806,755 31.40 798,401 30.62 

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ― 

政府等 ― ― ― ― 

金融機関 ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― 

合計 2,569,095 ― 2,607,216 ― 
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更はな

く、また新たに生じた課題はありません。 

  

(3) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

(4) 主要な設備の状況 

銀行業につきましては、さらなる業務の効率化のため、平成25年10月より新たな端末機器の更改等を進めてまい

りました。これらの設備投資は平成26年10月に完了し、その投資総額は1,027百万円であります。 

なお、その他の当第３四半期連結累計期間中に完了した重要な設備の新設等は次のとおりであります。 

  

  

また、当第３四半期連結累計期間中に新たに確定した重要な設備の新設等の計画は次のとおりであります。 

  

(注) 上記設備計画の記載金額には、消費税及び地方消費税を含んでおりません。 

  

 

会社名 
店舗名 
その他 

所在地 区分 
セグメント
の名称 

設備の内容 
敷地面積 
(㎡) 

建物延面積 
(㎡) 

完了年月 

当行 岩出支店 和歌山県 
新築 
移転 

銀行業 店舗 3,816 1,629 平成26年10月 
 

会社名 
店舗名 
その他 

所在地 区分 
セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額 
(百万円) 資金調達 

方法 
着手年月 

完了予定 
年月 

総額 既支払額 

当行 
富田林 
支店 

大阪府 
新築 
移転 

銀行業 店舗 388 278 自己資金 
平成26年 
12月 

平成27年 
2月 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 120,000,000 

計 120,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(平成26年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年２月９日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 73,399,948 73,399,948 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は100株であ
ります。 

計 73,399,948 73,399,948 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成26年12月31日 ― 
普通株式 

73,399 
― 80,096 ― 259 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主の状況が把握できず、記載することができま

せんので、直前の基準日である平成26年９月30日現在で記載しております。 

  

① 【発行済株式】 

平成26年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が200株 

（議決権２個）含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当行所有の自己株式が94株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成26年９月30日現在 

(注) 上記のほか、中間連結財務諸表及び中間財務諸表において自己株式と認識している当行株式が40,400株ありま

す。これは、従業員株式所有制度の導入に伴い、当第２四半期会計期間末において「野村信託銀行株式会社（紀陽

フィナンシャルグループ従業員持株会専用信託口）」（以下、「信託口」という。）が所有している当行株式であ

り、当行と信託口は一体であると認識し、信託口が所有する当行株式を自己株式として計上していることによるも

のであります。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

1,537,800 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

71,642,500 
716,425 （注）１ 

単元未満株式 
普通株式 

219,648 
― １単元(100株)未満の株式（注）２ 

発行済株式総数 
普通株式 

73,399,948 
― ― 

総株主の議決権 ― 716,425 ― 

 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
株式会社紀陽銀行 

和歌山市本町１丁目35番地 1,537,800 ― 1,537,800 2.09 

計 ― 1,537,800 ― 1,537,800 2.09 
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２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

(1) 新任役員 

該当事項はありません。 

  

(2) 退任役員 

該当事項はありません。 

  

(3) 役職の異動 

  

  
（注）当行は、執行役員制度を導入しており、前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間におけ

る執行役員の異動は、次のとおりであります。 

退任執行役員 

  

  

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 
大阪本部長 

常務取締役 
本店営業部長 

成田 幸夫 平成26年10月１日 

常務取締役 
営業推進本部長兼 
和歌山事業部長 

常務取締役 
大阪本部長兼 
営業推進本部長 

島  慶司 平成26年10月１日 

取締役 
本店営業部長 

取締役 
堺支店長 

今村 裕一 平成26年10月１日 

 

地位 旧役名及び職名 氏名 退任年月日 

執行役員 和歌山事業部長 堀切 久壽 平成26年９月30日 
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第４ 【経理の状況】 

  

１ 当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭

和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。 

  

２  当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(自平成26年10月１日  至平

成26年12月31日) 及び第３四半期連結累計期間(自平成26年４月１日  至平成26年12月31日)に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部     

  現金預け金 237,227 310,245 

  コールローン及び買入手形 25,000 11,808 

  買入金銭債権 804 798 

  商品有価証券 590 526 

  有価証券 ※２  1,126,952 ※２  1,220,056 

  貸出金 ※１  2,600,169 ※１  2,607,216 

  外国為替 2,430 3,141 

  その他資産 21,645 25,186 

  有形固定資産 35,860 35,873 

  無形固定資産 9,787 7,539 

  退職給付に係る資産 12,182 10,868 

  繰延税金資産 1,297 1,474 

  支払承諾見返 12,395 12,226 

  貸倒引当金 △27,742 △26,519 

  資産の部合計 4,058,599 4,220,442 

負債の部     

  預金 3,582,468 3,730,504 

  譲渡性預金 100,559 66,590 

  債券貸借取引受入担保金 84,035 108,410 

  借用金 26,576 37,847 

  外国為替 22 153 

  社債 20,000 20,000 

  その他負債 48,587 34,434 

  退職給付に係る負債 30 28 

  役員退職慰労引当金 32 32 

  睡眠預金払戻損失引当金 526 349 

  偶発損失引当金 459 478 

  繰延税金負債 ― 7,035 

  支払承諾 12,395 12,226 

  負債の部合計 3,875,694 4,018,092 

純資産の部     

  資本金 80,096 80,096 

  資本剰余金 6,903 6,941 

  利益剰余金 69,209 75,750 

  自己株式 △1,291 △2,113 

  株主資本合計 154,917 160,674 

  その他有価証券評価差額金 21,283 35,898 

  繰延ヘッジ損益 △70 △491 

  退職給付に係る調整累計額 3,958 3,378 

  その他の包括利益累計額合計 25,171 38,786 

  少数株主持分 2,816 2,888 

  純資産の部合計 182,905 202,349 

負債及び純資産の部合計 4,058,599 4,220,442 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

経常収益 55,810 55,328 

  資金運用収益 40,561 40,108 

    （うち貸出金利息） 31,146 29,599 

    （うち有価証券利息配当金） 9,124 10,209 

  役務取引等収益 8,450 8,569 

  その他業務収益 3,667 4,339 

  その他経常収益 ※１  3,130 ※１  2,309 

経常費用 44,496 43,713 

  資金調達費用 3,259 3,077 

    （うち預金利息） 2,383 2,130 

  役務取引等費用 3,016 3,121 

  その他業務費用 3,936 3,002 

  営業経費 31,142 31,077 

  その他経常費用 ※２  3,140 ※２  3,433 

経常利益 11,314 11,614 

特別利益 ― 10 

  固定資産処分益 ― 10 

特別損失 46 153 

  固定資産処分損 12 66 

  減損損失 33 87 

税金等調整前四半期純利益 11,268 11,470 

法人税、住民税及び事業税 1,074 1,210 

法人税等調整額 725 949 

法人税等合計 1,800 2,159 

少数株主損益調整前四半期純利益 9,467 9,311 

少数株主利益 85 41 

四半期純利益 9,382 9,269 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 9,467 9,311 

その他の包括利益 2,990 13,651 

  その他有価証券評価差額金 2,727 14,651 

  繰延ヘッジ損益 263 △420 

  退職給付に係る調整額 ― △579 

四半期包括利益 12,458 22,962 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 12,348 22,885 

  少数株主に係る四半期包括利益 109 76 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

(「退職給付に関する会計基準」等の適用) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以

下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職

給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率

決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職

給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の繰延税金資産が303百万円増加し、退職給付に係る資産及び利益

剰余金が、それぞれ、858百万円、555百万円減少しております。また、当第３四半期連結累計期間の経常利益及

び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ145百万円増加しております。 

  

(「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」の適用) 

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成

25年12月25日）を第１四半期連結会計期間より適用しております。 

当行は、当該実務対応報告第20項の経過的な取扱いに従い、従来採用していた方法により会計処理を行ってお

り、当該実務対応報告の適用による四半期連結財務諸表への影響はありません。 
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(追加情報) 

当行は、当行グループ従業員に対する当行の中長期的な企業価値向上へのインセンティブを付与し、従業員の経

営参画意識を高めることで、業績向上につなげることを目的として「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」

を導入しております。 

(1) 取引の概要 

紀陽フィナンシャルグループ従業員持株会（以下、「持株会」という。）に加入するすべての従業員を対象

とするインセンティブ・プランであります。 

当行が信託銀行に「紀陽フィナンシャルグループ従業員持株会専用信託」（以下、「従持信託」という。）

を設定し、従持信託は、５年間にわたり持株会が取得する規模の当行株式を予め取得しました。その後、従持

信託から持株会に対して定時に時価で当行株式の譲渡が行われるとともに、信託終了時点で、従持信託内に株

式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす従業員

に分配されます。 

また、当行は従持信託が当行株式を取得するための借入に対し保証をしているため、当行株価の下落により

従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売却損相当額の借入金

残債がある場合は、保証契約に基づき、当行が当該残債を弁済することになります。 

なお、上記の従持信託の借入金については当第３四半期連結累計期間において完済となり、当行による保証

債務の履行は発生しておりません。 

(2) 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平

成25年12月25日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。 

(3) 信託が保有する自社の株式に関する事項 

① 信託における帳簿価額 

前連結会計年度 181百万円、当第３四半期連結会計期間 ―百万円 

② 当該自社の株式を株主資本において自己株式として計上しているか否か 

信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。 

③ 期末株式数及び期中平均株式数 

期末株式数   当第３四半期連結会計期間 ―千株 

期中平均株式数 当第３四半期連結累計期間 68千株 

④ ③の株式数を１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めているか否か 

期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。 
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(四半期連結貸借対照表関係) 

※１  貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。 

  

  

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

  

※２  有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額

は次のとおりであります。 

  

  

(四半期連結損益計算書関係) 

※１  その他経常収益には、次のものを含んでおります。 

  

  

※２  その他経常費用には、次のものを含んでおります。 

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。 

  

  

 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

破綻先債権額 2,360百万円 2,028百万円 

延滞債権額 74,584百万円 74,269百万円 

３ヵ月以上延滞債権額 47百万円 123百万円 

貸出条件緩和債権額 14,928百万円 12,043百万円 

合計額 91,920百万円 88,465百万円 
 

前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

13,551百万円 12,146百万円 
 

  
前第３四半期連結累計期間 
 (自  平成25年４月１日 

  至  平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
 (自  平成26年４月１日 

  至  平成26年12月31日) 

貸倒引当金戻入益 1,258百万円 ―百万円 

償却債権取立益 1,033百万円 1,160百万円 
 

  
前第３四半期連結累計期間 
 (自  平成25年４月１日 

  至  平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
 (自  平成26年４月１日 

  至  平成26年12月31日) 

貸出金償却 2,565百万円 1,989百万円 

貸倒引当金繰入額 ―百万円 1,040百万円 

株式等償却 ―百万円 43百万円 

貸出債権譲渡損 6百万円 8百万円 

債権放棄 67百万円 ―百万円 
 

  
前第３四半期連結累計期間 
 (自  平成25年４月１日 

  至  平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
 (自  平成26年４月１日 

  至  平成26年12月31日) 

減価償却費 3,106百万円 3,606百万円 

のれんの償却額 1,259百万円 1,259百万円 
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(株主資本等関係) 

  

前第３四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日） 

１ 配当金支払額 

  

  

なお、当行は、平成25年10月１日に株式会社紀陽ホールディングスを吸収合併しており、株式会社紀陽ホール

ディングスに係る配当は次のとおりであります。 

  

(注) 平成25年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、紀陽フィナンシャルグループ従業員持株会専用

信託が保有する株式会社紀陽ホールディングス株式に対する配当金10百万円が含まれております。 

  

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

  

該当事項はありません。 

  

 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年 
６月27日 
定時株主 
総会 

普通株式 2,678 4.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 

第２回優先株式 160 20.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 

第二種優先株式 257 16.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 
 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年 
６月27日 
定時株主 
総会 

普通株式 2,202 3.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 

第４回第一種優先株式 253 11.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 
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３  株主資本の金額の著しい変動 

当行は、平成25年10月１日に当行を吸収合併存続会社、株式会社紀陽ホールディングスを吸収合併消滅会社

とする合併を実施いたしました。当該合併は共通支配下の取引に該当するため、当第３四半期連結累計期間の

株主資本の期首残高は、株式会社紀陽ホールディングスの連結期首残高となっております。そのため、当行の

前連結会計年度の株主資本の連結会計年度末残高と当第３四半期連結累計期間の株主資本の当期首残高との間

には連続性がなくなっております。 

当第３四半期連結累計期間における株主資本の各項目の主な変動事由及びその金額は、次のとおりでありま

す。 

（単位：百万円） 

（注）１ 「当期首残高」は、株式会社紀陽ホールディングス（連結）の期首残高を記載しております。 

２ 「自己株式の消却」は、平成25年９月５日に株式会社紀陽ホールディングスが第４回第一種優先株式（公

的資金優先株式）を自己株式として取得し、消却したことによる増減であります。 

３ 「合併による増減」は、平成25年10月１日に当行を吸収合併存続会社、株式会社紀陽ホールディングスを

吸収合併消滅会社とする合併を実施したことによる増減であります。 

  

当第３四半期連結累計期間（自  平成26年４月１日  至  平成26年12月31日） 

１ 配当金支払額 

  

(注) 平成26年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、紀陽フィナンシャルグループ従業員持株会専用

信託が保有する当行株式に対する配当金4百万円が含まれております。 

  

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

  

該当事項はありません。 

  

３  株主資本の金額の著しい変動 

  
該当事項はありません。 

  

 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高       （注）１ 58,350 47,947 61,165 △1,657 165,805 

当第３四半期連結会計期間末までの
変動額（累計） 

         

剰余金の配当     △2,444   △2,444 

四半期純利益（累計）     9,382   9,382 

自己株式の取得       △18,958 △18,958 

自己株式の処分   36   199 235 

自己株式の消却    （注）２   △18,101   18,101 － 

合併による増減    （注）３ 21,746 △22,985   1,238 － 

当第３四半期連結会計期間末までの
変動額（累計）合計 

21,746 △41,049 6,938 580 △11,784 

当第３四半期連結会計期間末残高 80,096 6,897 68,103 △1,077 154,021 
 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年 
６月27日 
定時株主 
総会 

普通株式 2,177 30.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

  

１ 報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

（単位：百万円） 

(注) １ 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

２ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業務、事務代行

業務、リース業務、ベンチャーキャピタル業務、クレジットカード業務、電子計算機関連業務を含んでお

ります。 

３ 経常収益における外部顧客に対する経常収益の調整額△326百万円は、「その他」の貸倒引当金繰入額で

あり、セグメント間の内部経常収益の調整額△2,884百万円は、セグメント間取引消去であります。 

４ セグメント利益の調整額△342百万円は、セグメント間取引消去であります。 

５ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

  

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

「銀行業」セグメントにおいて、一部の不動産について、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳

簿価額に満たないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上しております。 

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、33百万円であります。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

  

  
報告セグメント

その他 合  計 調整額 
四半期連結損益
計算書計上額 銀行業 

経常収益           

  外部顧客に対する 
  経常収益 

50,590 5,546 56,137 △326 55,810 

  セグメント間の内部 
  経常収益 

579 2,305 2,884 △2,884 ― 

計 51,169 7,851 59,021 △3,211 55,810 

セグメント利益 10,983 673 11,657 △342 11,314 
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当第３四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年12月31日) 

  

１ 報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

（単位：百万円） 

(注) １ 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

２ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、事務代行業務、信用保証

業務、リース業務、ベンチャーキャピタル業務、クレジットカード業務、電子計算機関連業務を含んでお

ります。 

３ セグメント利益の調整額43百万円は、セグメント間取引消去であります。 

４ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

  

２ 報告セグメントの変更等に関する事項 

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更

したことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。 

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「銀行業」のセグメント利益が145百万

円増加しております。 

  

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

「銀行業」セグメントにおいて、一部の不動産について、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳

簿価額に満たないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上しております。 

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、87百万円であります。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

  

 

  
報告セグメント

その他 合  計 調整額 
四半期連結損益
計算書計上額 銀行業 

経常収益           

  外部顧客に対する 
  経常収益 

49,627 5,700 55,328 ― 55,328 

  セグメント間の内部 
  経常収益 

272 1,923 2,196 △2,196 ― 

計 49,899 7,624 57,524 △2,196 55,328 

セグメント利益 11,133 437 11,570 43 11,614 
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(有価証券関係) 

※１ 企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められる

ものは、次のとおりであります。 

※２ 四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権を含め

て記載しております。 

  
その他有価証券 

前連結会計年度（平成26年３月31日） 

  

  

当第３四半期連結会計期間（平成26年12月31日） 

  

(注) その他有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に

比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時

価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期連

結累計期間（連結会計年度）の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。 

前連結会計年度における減損処理額は、44百万円（すべて株式）であります。 

当第３四半期連結累計期間における減損処理はありません。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価より30％超下落した場合としてお

ります。 

なお、時価が30％超下落した銘柄のうち、時価が50％超下落した銘柄についてはすべて、また、30％超50％以

下下落した銘柄について、株式等については発行会社の業績推移、市場価格の推移、市場環境の動向等の内的・

外的要因により、また、債券については発行会社の信用状態等により、時価が取得原価まで回復する見込みがあ

ると認められない銘柄について減損処理することとしております。 

  

 

  取得原価(百万円) 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

株式 34,779 46,431 11,652 

債券 691,404 700,529 9,125 

国債 327,590 330,611 3,021 

地方債 147,631 151,250 3,618 

社債 216,182 218,667 2,485 

その他 237,231 244,099 6,868 

外国債券 206,231 209,845 3,613 

その他 30,999 34,254 3,254 

合計 963,415 991,061 27,645 
 

  取得原価(百万円) 
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円) 
差額(百万円) 

株式 37,659 56,859 19,199 

債券 693,460 708,332 14,872 

国債 335,784 342,848 7,064 

地方債 142,177 146,209 4,032 

社債 215,498 219,274 3,775 

その他 304,553 320,050 15,497 

外国債券 253,242 258,834 5,591 

その他 51,310 61,216 9,906 

合計 1,035,673 1,085,243 49,570 
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(デリバティブ取引関係) 

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。 

  

通貨関連取引 

前連結会計年度（平成26年３月31日） 

  

（注） 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

  

当第３四半期連結会計期間（平成26年12月31日） 

  

（注） 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

  

 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金 融 商
品 取 引
所 

通貨先物 ― ― ― 

通貨オプション ― ― ― 

店頭 

通貨スワップ 205,819 207 207 

為替予約 70,882 △575 △575 

通貨オプション ― ― ― 

その他 ― ― ― 

合計 ― △367 △367 
 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金 融 商
品 取 引
所 

通貨先物 ― ― ― 

通貨オプション ― ― ― 

店頭 

通貨スワップ 182,894 146 146 

為替予約 95,889 △5,003 △5,003 

通貨オプション ― ― ― 

その他 ― ― ― 

合計 ― △4,857 △4,857 
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(１株当たり情報) 

  

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

(注) １ なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。

２ 株主資本において自己株式として計上している紀陽フィナンシャルグループ従業員持株会専用信託が保有す

る当行株式は、１株当たり四半期純利益金額の算出上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に

含めております。 

１株当たり四半期純利益金額の算出上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第３四半期連結累計期

間72千株、当第３四半期連結累計期間68千株であります。 

３ 当行は、平成25年10月１日に株式会社紀陽ホールディングスを吸収合併しており、株式会社紀陽ホールディ

ングス普通株式10株につき当行普通株式１株の割当てを行いました。前第３四半期連結累計期間の１株当たり

四半期純利益金額については、前第３四半期連結累計期間の期首に当該割当てが行われたと仮定して算出して

おります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

  
前第３四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額 円 136.09 128.67 

（算定上の基礎）       

四半期純利益 百万円 9,382 9,269 

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ― 

普通株式に係る四半期純利益 百万円 9,382 9,269 

普通株式の期中平均株式数 千株 68,941 72,043 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成27年２月６日

  

株式会社紀陽銀行 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社紀陽銀

行の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社紀陽銀行及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  
  

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  新  田  東  平        ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  奥  田     賢        ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  梅  津     広        ㊞ 
 

(注)１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。 
 





【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年２月９日 

【会社名】 株式会社紀陽銀行 

【英訳名】 The Kiyo Bank, Ltd.  

【代表者の役職氏名】 取締役頭取  片 山 博 臣 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 和歌山市本町１丁目35番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社紀陽銀行堺支店 

 (大阪府堺市堺区市之町東１丁１番10号) 

株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当行取締役頭取片山博臣は、当行の第205期第３四半期（自  平成26年10月１日  至  平成26年12月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 


	0000000_1_0156847502702
	0000000_2_hyo4_0156847502702
	0000000_3_0156847502702
	0000000_4_0156847502702
	0000000_header_0156847502702
	0101010_honbun_0156847502702
	0102010_honbun_0156847502702
	0103010_honbun_0156847502702
	0104000_honbun_0156847502702
	0104010_honbun_0156847502702
	0104020_honbun_0156847502702
	0104035_honbun_0156847502702
	0104100_honbun_0156847502702
	0104110_honbun_0156847502702
	0201010_honbun_0156847502702
	7010000_kansa_0156847502702
	8000000_header_0156847502702
	8101010_honbun_0156847502702

